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インド自動車市場から考える日本自動車産業の強さ 

 2010 年 11 月末から 12 月中旬にかけ、弊

所調査事業の一環としてタイ、インド自動

車市場でモノづくりを行う日系企業を中心

にヒアリング調査を行った。本レポートで

は、特に新興国市場として注目を集めるイ

ンドにおける、OEM企業及びサプライヤー

からの示唆に基づいて今後の日本
・ ・

自動車産

業について記したい。 

◆ インド自動車市場と日本企業 

インド自動車市場は、〝新興国″〝低価

格車″というキーワードで注目される。数

年後には人口規模で中国を超すとみられる

インドでは、自動車市場においてもその内

需拡大を見越して各国の大手自動車 OEM

企業が参入し、生産能力増大を図っている。

日本 OEM 企業も、インド自動車市場におい

て大きな貢献を果たしてきたマルチスズキ

を先頭にトヨタやホンダ、そして「Micra」

生産を始めた日産の動向が注目されている。 

その市場において、よくトピックスに挙

がるのが Tata「Nano」である。マルチスズ

キ「Maruti800」の牙城であった A1(Mini)セ

グメントに参入して攻勢をかけた「Nano」

は、どのような作りでその価格帯を達成し

たのか、大きく注目された。しかし、今次

調査で得た OEM 企業の声からは「Nano」

に対して「（部品を安くする、軽量化する）

ヒントを与える」、「ブレイクスルーとな

るクルマ」という意見こそ頂いたが、実際

に日本 OEM 企業が「Nano」に匹敵するク

ルマを作ろうとしている動きは皆無である。 

その背景にあるのは、日本企業が従来強

くしてきた QCD 体制の重視にあり、インド

市場で「安かろう悪かろう」（日系 OEM 企

業、A 社）車を提供するのではなく、「イ

ンドを巧く使って、QCD をオペレーション」

（同）する戦略である。消費地に最も近い

所で、モノづくりに適した場所、労働力、

インフラを上手に活用して〝日本のクル

マ″を提供するのが日本企業の戦略である。 

◆ 日系 OEM 企業の対印進出に学ぶこと 

ではその「オペレーション」において、

必要となる条件は何か。この点に関しては、

日系企業の対印進出史の中に一つのヒント

が隠されていると考える。 

スズキのインド進出成功の陰で現在では

殆ど報じられていないのが、過去の他日系

メーカーの対印進出である。スズキのイン

ド進出と同年には三菱自は三菱商事と地場

メーカーEicher Goodearthとの合弁で小型商

用車メーカー、Eicher Motor を設立した。’84

年にはトヨタが DCM と合弁、マツダが

Punjab Tractors、住友商事との合弁で Swaraj 

Mazda を立ち上げ、技術提携を開始してい

る。  

スズキを除くメーカーは、3,500cc の小型

トラック市場に参入したが、それぞれ 90 年

代半ば以降には資本提携や技術提携を解消

し、市場から撤退した。撤退の大きなきっ

かけとなったのが’85 年のプラザ合意に伴

う円高の流れである。企業が円高に苦しん

でいた頃、小型商用車市場に参入していな

かった Tata を始めとする地場メーカーが台

頭し、日系企業は撤退を余議なくされた。  

一方で市場は異なるものの、国産化比率

向上に努めたスズキは円高のあおりを受け

ることなく、インド国内市場のトップメー

カーに君臨し続けたのだ。 
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上記の経験を繰り返さないように企業が

採る「オペレーション」のひとつに、いわ

ゆる部品の現地調達率向上の取組みがある。

インドでもヒアリングを行った OEM 企業

の殆どが、現地調達を 8 割以上まで達成し

ている。その数字の全てが「ピュアローカ

ル」製品ではないものの、輸送コストがか

かり部品単価も高い日本からの部品調達を

企業が拒むのは戦略上当然のことである。 

図表① インド自動車産業動向（生産台数） 

 
出所：Society of Indian Automotive Manufactures(SIAM), 

Statistical Profile of Automotive Industry in India 2008-2009、

トヨタキルロスカー提供資料、SIAM Director, Rinki 

Verma 氏ヒアリング（2010 年 12 月 3 日）より筆者作成。 

 

◆ 日本から指揮を執る対海外戦略 

だがその「オペレーション」は必ずしも

インド国内のみを視野に入れて行われるの

ではなく、アジア域内を含めた戦略体系に

なっていることは特質に値する。キーとな

るのは、各国・地域で相次いで形成されて

いる FTA、EPA である。インドを中心とし

た FTA、EPA を見越して「その動向、そし

て最適条件を確実に抑えて関税低減メリッ

トを享受」（サプライヤーB 社）すること、

「ASEAN・インド・中国を一つの地域とし

て捉え、競争力のある生産・供給体制を再

構築」（同）することを課題におき、ASEAN

各国からも少しでも安く部品を調達する生

産供給体制分散化戦略をとる。 

その戦略も踏まえた上でサプライヤーC

社は、日本のような「良品廉価」のモノづ

くりとは異なる「インドにあったやり方を

しないと、この国でのモノづくりは難しい」

ことも指摘しながらも、日本から調達しな

ければならない部品の重要性を述べた。自

社の「キーテクノロジー」にあたる部品、

部材が現地では調達出来ない部品であり

「これを外部依存する方がリスク」と言う。

地場、または現地に進出する他国メーカー

がこのキーテク製品、部材に対してより良

い品質の製品を作ることが出来るのであれ

ば、それを上回るものを日本で研究開発す

る。そして輸入関税、物流コストなどを含

むと「製品単価の 15～20%」を占めてしま

うが全体として低コスト化する技術も日本

で行うことが必要と指摘する。 

 先述のとおり、OEM 企業はその海外生産

時の戦略として現地調達率の向上に努める。

ただし見方を変えると、100%の現地化を行

う企業はヒアリング調査では皆無であった。

その数パーセントに日本独自の技術、モノ

づくりが息吹いているのではないだろうか。

その技術がないと「日本車」とはならない

モノづくりが残されている。C 社の生産す

る部品もその技術のひとつだろう。〝日本

車″がよりインドで普及する上でも、日本

に残された支える技術の価値を戦略的に捉

える事が必要である。 

 インドの渋滞道の中、Tata や現代自より

も、マルチスズキのクルマが大半を占める

事実が、それを裏付けているように思えた。 

（調査研究部 太田志乃） 
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